
自治体発行NFTによる関係人口創出と地域活性化
～第33回 地方公共団体フォーラム 主催：三菱UFJ銀行～

令和５年11月

西川町長 菅野大志

これが噂の1500人を超え
るLINEグループ！
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■ 2001年 財務省

■ 2006年 金融庁 銀行第一課 MUFG担当

■ 2008年 財務省

■ 2018年 金融庁

■ 2019年 金融庁

■ 2020年 環境省 兼 金融庁

■ 2021年 内閣府 地方創生推進室

■ 2021年 内閣官房 デジタル田園都市事務局

■ 2022年 山形県西川町 町⾧
西川町総合開発㈱社⾧、観光協会副会⾧等

本業＝公務員 部活＝商人 つながり

➊公務員（管理者、実務者）、➋政治家、➌民間（経営者、プレイヤー、イノベーター）

Work Design Lab

ちいきん会
ETIC

北上市

地域商社



地方創生

首長の使命

首 長

勝つには？

公平性 競争

安 定 勝ち組に

名誉職 経営者

明確な戦略挑戦！

１．首長に求められること

10年前の地方創生政策より、アイデア勝負の競争前提
1800自治体が、1800億円を取り合う時代！

産学官金巻き込み力



１．町政運営の前提となる方針

➊ 情報共有でき、まとめる能力のある職員

➋ 何事も積極的な職員

➌ 財源確保と目的達成を意識して事業遂行できる

➍ 事務能力の長けた職員

➎ 共感を呼べる職員

❻ 町民との対話に積極的な職員

❼ 外の人も大事にする職員

自治体職員に求められること 課長補佐への昇格のポイント
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人口密度が低く自然豊かな

環境に魅力を感じたため

テレワークによって地方でも

同様に働けると感じたため

感染症と関係ない理由

ライフスタイルを都市部での仕事重視から、

地方での生活重視に変えたいため

なぜ、若者をターゲットにするのか？

（出典）デジタル田園国家構想実現会議事務局
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■地方移住への関心（東京圏在住者）
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20代

全世代

地方移住への関心理由

地方移住への懸念

２．明確な戦略 目的：若者の移住（←関係人口←観光） 手段：デジタル活用



観光客と移住者の間＝関係人口＝西川ファン 50,000人

１１

（１）金を呼び込める

関係人口
定住人口

観光客



西川町のターゲット（若者・リッチ層）を関係人口への取込策

若 者

富裕者

温泉ガストロノミー 【２回/年×５年】

どこでもサウナ【永久】 AI謎解き 【１本/年×５年】

デジタル住民票NFT 【４回/年発行×５年】

メタバース観光 【１本/年×５年】

小学・保育まるごと留学 【2回×5年】

Sea to Summit 【１回×5年】

リ

ア

ル

仮
想
空
間

HTTPS://WWW.YOUTUBE.COM/WATCH?V=6NV9FJTOLMY
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デジタル住民票NFT 若者層を中心とした関係人口の創出へ
地方への移住の関心が、特に20歳代に強く高まるなか、町では、仙台圏・首都圏における若者層をメインのター
ゲットに持続可能な観光事業を展開し、交流人口から関係人口の拡大を目指している。
デジタル住民票NFTの発行は、デジタル技術を生かした交流促進施策をリードする取り組みの一つ。

デジタル住民票NFTの概要
◉発行者 西 川 町
◉運営者 メディアエクイティ㈱ ➡ 4月14日に包括連携協定を締結
◉マーケット ＨＥＸＡ（ヘキサ）

➡ 日本円だけでも発行・売買ができる日本最大級のマーケット

デジタル住民票NFTを発行した理由
❶ 若者層×富裕層のつながるため
❷ 町の歳入につながる ＊歳入の予算措置のみ
（特典／町⾧とのオンラインサロン参加＝価値向上への動機付け）
❸ 交流人口の増加（特典／温泉入浴無料など）
❹ イノベーションの創出
❺ NFT・デジタルに明るい町! ＊プロモーション効果

販売（第1弾）１，０００個限定(1,000円/個)
○申込期間 4月17日～4月28日
○申込倍率 １３.４倍 ○保有 ５５７人（10月末時点）
○価格 1,800円（MAX10,000円） ○収益 販売金額の60％（転売10％）

初回特典
○毎月の町⾧オンライコミュニティへの参加
（6月8日開催。2回目は7月24日）
○ニュースレター・トピックの提供
○水沢・大井沢温泉館の入浴無料
（1回あたり大人2名まで）
○月山自然水1本をプレゼント
（道の駅で1,000円以上の買い物をした場合）

今後の展開
❶ 町内事業者特産品NFTの販売
❷ 販売(第２弾)の実施
❸ ＡＩアート付加による価値向上
❹ ファンクラブサイトとの連動メタバース空間でのオンライン会

（道の駅・ふるさと納税も連動）

その他の展開
① かせぐ基金の設置（町立病院維持）
② 公園命名権NFT販売→130万円落札
③ 町⾧生成AIアートNFT等の販売
④ 保有者リアル交流会（11月9日）



１．町政運営の前提となる方針
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デジタル政策を進めるにあたって

➊ 解像度高く、地域課題を把握すべし！

➋ 補助金は、国でたくさん用意しているが
申請者＝自治体が多い。自治体と対話を。

➌ パートナーはすぐに選ばない。信頼あるところに。
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４．西川の課題解決に向けたデジタル田園都市国家構想実現政策







AI観光コンテンツ制作を通じた課題解決型人材の確保へ!
～ 交流人口拡大とコアな関係人口の整備事業 ～

山形県西川町

R４年度２次推進交付金

■周遊型観光コンテンツ制作

〇コロナ対応、入込客の平準化、誘客イ
ベントに依らない本コンテンツを設置。

〇コンテンツ制作にあたってのは、町民や
課題解決型人材と共創。

関係人口現状

■ 課題：交流人口の減少（観光の担い手不足）、関係人口の未整備、人口減少
■ 集客型イベントに依らない、周遊型AI観光コンテンツ制作を通じて、関係人口（課題解決型人材）
を整備し、交流・移住人口の増加、経済効果、企業の生産性向上にも寄与する。

交流人口 移住人口

事業

KPI
R3→R8 観光客：49万人→100万人 課題解決型人材登録:0人→135人 移住人口：2人→92人

■課題解決型人材の活用拡大

〇デジタル人材を中心に、本コンテンツの
広報や経済効果の結び付け、事業者へ
のリテラシー向上に活用。

〇事業者の生産性向上のために活用

■課題解決型人材の移住へ

〇事業者が抱える課題解決への関与や、

本コンテンツの追加・更新を通じて、コア
な町ファンづくりを行う。

〇事業承継につながるモデルの構築

事業費 5年総額 1億5,302万円 (R4：2,630万円､R5：3,168万円､R6：3,168万円､R7：3,168万円､R8：3,168万円）

体制
西川ファン創出推進協議会：西川町、西川町商工会、(一社)月山朝日観光協会、西川町総合開発㈱
月山志津温泉旅館組合、(一社)ちいきん会、㈱ライトライト、東武トップツアーズ㈱、よい仕事おこしフェア実行委員
会（城南信用金庫）、 ㈱クノウ、㈱クリエイターズネクスト他

■ 西川町は、観光と農業を主力産業とする約4,800人の町で、人口・観光客が減少
■ 町でノウハウを有しない、周遊型AI観光にあえて取組むことにより、デジタル人材
を中心とする課題解決型人材を呼び込み「デジタル活用による稼ぐ町」にしたい。

■ 経済効果は、観光関係の約6,500万円/年を見込み、企業の売上向上に資する。

成果



「交流・関係人口拡大からの移住・移転の推進事業」
～子育て世代に移住先として選ばれる地域を目指し全力伴走!!～

山形県西川町

R5年度推進交付金

■首都圏から西川町
に『人の流れをつくる』

〇東京圏へアンテナショップ
を出店し情報発信の拠点化

〇首都圏における協力者と
の情報発信・物販事業
・不動前商店街 （品川）
・商店会、かほくらし等

（三軒茶屋）
・どりーむかむとぅるー

（新宿区）

子育てから西川の関係

人口へ『STEP!!』
対策

■ 課題：生産年齢人口の減少が続いていることから、観光をフックにした関係人口の拡大事業を進めている。しかし、
子育支援環境などわが町のウリから関係人口につなげる事業がない、また移住後の受入体制・伴走を整備する必要あり。

■ 目的：移住先として選ばれる地域を目指して、子育て世代の女性が仕事と育児を両立できるような職場環境の整備に
取り組み、移住体験を通して、関係人口の定住化（二地域居住）を図り、若者･子育て世代の移住を促進したい。

首都圏での情報発信

『HOP！』

移住を決めるインセンティブと支援

『LAND』

事業

KPI
R5→R9

生産年齢人口：R４年度△106人→△26人 移住体験者： 0人→100人 移住人口：0人→75人

■子育て目線等からの関
係人口となる契機づくり

〇異地域留学等の受入事業

▪保育園留学（子どもを主役に
したワーケションプログラム）
▪小中学校での放課後農業体
験（通常授業はICTを活用した
オンライン授業）

〇町の課題解決型イノベー
ションに向けた交流イベント

■選ばれる地域へ！定住後の
伴走支援体制の構築

〇特色のある学校づくり

▪子どもの国際感覚を育む英語教育・
台湾（師範大学・南湖小学校）との国
際交流事業
▪農業体験や生産者との交流を通じた
地産地消、食育の推進。

〇学校や地域との孤立防止に向けた
学校･地域サポーターズバンクの創設

事業費 5年総額 4億5,242万円 ( R5：7,333万円､ R6：12,000万円､ R7：8,611万円､ R8：8,649万円､ R9：8,649万円 ）

■ 首都圏を中心に、西川の子育て環境の充実や町の魅力を発信する拠点を整備し、毎年継続的に事業を実施。
移住先として選んでもらえるよう、子育て世代関係人口を取り込む。

■ リアルな移住体験を支援 ➡二地域居住や転職無き移住の可能性拡大
➡サテライトオフィスやテレワーク施設の整備（デジタル実装、拠点整備交付金との連携）

■ 関係人口の中から町内への移住へ！移住した子育て世帯をサポート体制を充実させ、伴走支援する。

目指す
姿

（企業版ふるさと納税併用事業によるインセンティブ活用）

（令和11年度には、生産年齢人口の増加を目標にしている）

関係人口から移住体験へ

『JUMP!!!』

■移住体験（二地域居住
体験）の推進・支援
〇西川らしい暮らし体験住宅
（空き家活用、キャンピングカー式）

〇空き家バンクの利用促進事業
（片付、登録、賃貸・購入の補助）

〇町の空き家、空地の利用促進
事業（町内不動産の仲介業務）

〇移住体験者への支援コンシェ
ルジュ（お節介屋）派遣事業



「新しい観光コンテンツ創出によるサスティナブルツーリズム事業」 ～
～デジタルと魅力の再定義を通じたコアなファン獲得から稼ぐ町への転換!～

山形県西川町

R5デジタル田園推進交付金

■課題：➊夏スキーなど観光客の高齢化、➋交流人口の維持（コロナ対応）、➌観光業における町内の担い手不足
■目的：〇デジタル・メタバース等の活用による新たなファン層獲得と「第２のふるさと」づくり

〇少人数・周遊型観光、自然・伝統文化を再定義したコロナに負けない持続可能なツーリズムの再構築
〇国内外のターゲットを絞った観光コンテンツ創出を踏まえたオール西川での受入体制整備と仕事づくり

現状 観光客層が高齢化 withコロナの観光再構築

事業

■デジタル活用でファン層獲得
〇メタバース（仮想空間）を利用して若年
層向け、西川への観光前の関心を誘導

〇着地型観光以外でも、国内外のファン
層 を維持するため、オンライン会や現地
プロモーションを定期的に実施

〇下記協議会にアドバイザーを招聘し、
ファン層開拓・維持に向けた戦略を策定

■持続可能な観光コンテンツ
〇コロナ対応と入込客の平準化に向けた
大自然の下、少人数グループで楽しむ観
光への転換
・ONSENガストロノミーツーリズム
・地方初！のAI謎解きイベント
・豪雪・大自然の中での移動式サウナ
・「山菜収穫・カヌー・伝統工芸」体験
・ブランド食材「月山和牛」キャンペーン

KPI
R5→R9

オンライン参加 コアなファン層 持続可能なコンテンツ創出 町内観光ボランティア

事業費

体制
西川サスティナブルツーリズム推進協議会
西川町、西川町商工会、（一社）月山朝日観光協会、西川町総合開発㈱、月山観光開発㈱、月山志津温泉旅館組合、
㈱クリエイターズネクスト、㈱ＣＡＳＥ、㈱庄交コーポレーション、（一社）ちいきん会、東武トップツアーズ㈱ など

成果

５年総額 3億471万円 (R5：5,460万円、R6：6,312万円、R7：6,251万円、R8：6,226万円、R9：6,221万円）企業版ふるさと納税インセンティブ活用

■ ターゲットを明確にした「西川ファン」開拓・維持に向けた中期観光戦略を策定
■ デジタル・自然・伝統文化をフル活用したコロナに負けない観光コンテンツ創出
■ 戦略策定により観光を担う町民を堀りおこし、オール西川として受入体制を強化
し、西川の魅力の再定義を踏まえた地域の仕事づくりを推進

観光業の町内の担い手不足

■オール西川での受入体制整備
○国内ターゲット：仙台、若者、健康志向者

○海外ターゲット：台湾、タイ（仙台周航便）

○オール西川での環境整備
・ターゲットに合わせたマーケティング
・町内各地での案内看板設置
・中国・タイ語対応可能な町民の育成
・二次交通やデジタル案内誘導も拡充

メタバース（イメージ）

10人→400人 0人→1,000人 1件→10件 0人→100人



サービス概要（1/1）

11,095千円事業費ノッカルにしかわまちサービス名

マイカーでの移動のできない高齢者等ターゲット

山形県西川町展開エリア

サービス内容（事業分野:⑥交通・物流）
・ 近所の方がマイカーで出かけるついでに乗せてもらう仕組みを実施するにあたって、ドライバー（乗せていける人）
と利用者（乗っていきたい人）を、それぞれのスマートフォンなどで利用できる「ノッカルサービス」でマッチングする。
・ 「ノッカルサービス」の運用に合わせて、高齢者の生涯学習活動拠点施設の通信環境を5G-Wi-Fi対応に整備する。
・ ドライバーは「何時に、どこへ向かうのか」を登録し、利
用者はその中から自分の利用しやすいドライバーや経路
等を選んで予約する。

・ 利用者は、自分の利用しやすい時間帯を選べることで、その目的や
行動範囲が広がり、生活の質が向上する。

・ ドライバーは、近所の方をついでに乗せていくという行動で、
ボランティアとして地域への貢献ができる。

・ 利用者もドライバーも満足感を得ることができる。
・ 山間部の町に昔はしっかりと根付いていた「お互いさま」の関係性を見直し、
繋ぎなおす。

・ 「お互いさま」の関係を生かした新たなサービスの展開につなげることができる。
・ 運行事業者にとっては、人件費や車両費などを圧縮することができる。
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２. 計画の概要

若年層向けの体験コンテンツとして、デジタルスタンプラリーの導入・活用を行う。また、既存観光情報サイトの中に宿泊・体験・ツアーの
予約機能を構築し、予約時の利便性の向上を図るとともに、属性データの収集を行い、地域データとして統合データベースに蓄積し、
サービス改善やリピート施策を講じ、誘客及び売上向上施策に結びつける。

旅マエ 旅ナカ 旅アト

提供
サービス

• 西川町の観光・飲食店・小売店・ふるさ
と納税・AI観光等の最新情報が集約さ
れた「観光情報サイト」の提供

• 「観光情報サイト」経由での宿泊、体験、
ツアー予約の促進

• ブラウザ型デジタルスタンプラリーによる町
域を対象とした体験コンテンツの提供
（宿泊・飲食・土産・観光・体験）

• 体験、ツアーの追加予約の促進

• 性別・年代・居住地等の顧客属性やデ
ジタルスタンプラリーの来訪履歴、ふるさと
納税を踏まえた再訪案内
※メールやDM等での再訪案内を通して、
次回は観光情報サイト経由で予約をし
てもらえるように促す

観光客との
接点

プラット
フォーム

統合顧客DB

閲覧データ 体験データ 回遊データ ふるさと納税
データ 宿泊データ

デジタルスタンプラリー

分析P/F

観光情報サイト

各種データの収集・一元管理

ダッシュ
ボード

※API連携で取得できない顧客
属性データは、毎月宿泊事業者
よりデータ入力フォームから申請
してもらい、データベースへ統合

メール
（Google Form）

顧客ID

宿泊予約
体験・

ツアー予約
観光情報

等

外部
OTA

メール

滞在アンケート
の実施

宿泊・体験・ツアー予
約の促進

顧客・行動データを用いた
再訪強化・サービス改善

体験コンテンツ
の開催

本事業での開発・導入範囲

OTAに遷移
※API連携

SNS、ウエ
ブ広告等

顧客・行動データ
を用いた適切な
マーケティング・

集客強化
観光情報を配信

• SNSを通したデジタルスタンプラリーの認知促進



２. 計画の概要（ブラウザ型スタンプラリーのイメージ）
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ご清聴ありがとうございました！
西川町を、何卒よろしくです！

LINEオープンチャット
1500人以上が参加

西川町ファンクラブサイト
で検索！

西川町ふるさと納税はこちら



企業版ふるさと納税！ デジタル田園都市の実現！ 山形県西川町

デジタル田園都市国家構想出身町長の挑戦🔥
「つなぐ課」を中心に前向きに取組む町と協働
いただく企業の皆様、お待ちしています！

デジタル田園交付金は、9.1億円獲得！
どんどんチャレンジしていきます！

➊AI謎解きゲームによる周遊型観光創出 ➋サテライトオフィスを備えた産業複合施設整備

➌木質バイオマス発電を利用したハウス園芸 ➍全国初！町の覚悟！「帰ってきてけローン」教育ローン無償化

豪雪地帯でのクリーンエネルギーによる持続可能な通年型農業 就学時期を終えて町に残っている方は半数以下（４割程度）。
2030年の生産年齢人口増加を目指すには、この世代が帰郷がポイント。
子どもたちへの投資として、

大学等卒業して町内に10年住めば
教育ローンを元利金免除する覚悟
の「帰ってきてけローン」事業。


